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JSG ニュースレター
<Tax>

財政部が「租税協定の適⽤に係る審査準則」
第 34条の改正条⽂を公布

租税協定の適⽤申請期限を、所得者または源泉徴収義務者の
納付⽇から 10年に延⻑

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

財政部は、2025 年 4⽉ 8⽇付で「租税協定の適⽤に係る審査準則」第 34
条の改正条⽂を公布しました。改正のポイントは、以下のとおりです。

改正条⽂ 改正内容

過納税額の
還付

（第34条）

締約相⼿国の居住者が所得税法第88 条の規定に基づく源泉徴
収の対象となる所得を取得し、各種所得の規定の源泉徴収税率
により納税した場合、所得者または源泉徴収義務者は、納付⽇
から最⻑ 10 年以内まで租税協定の適⽤を申請することができる。
第 23 条、第 24 条、第 25 条、第 26 条または第 27 条に規定さ
れた証明書類および源泉徴収票を添付し、従前、源泉徴収申告
を受理した税務機関に対し申請するか、または、源泉徴収義務者



の所在地を管轄する国税局ごとに、管轄区域内で源泉徴収した
税額を集計し、各管轄の国税局（総局）に対しまとめて申請す
ることができる。
締約相⼿国の居住者が所得税法第 88 条に規定される源泉徴
収の対象外の所得を取得し、所得税法の規定に基づき申告納税
を⾏った場合、納付⽇から最⻑ 10 年以内まで、第 23 条、第 24
条、第 26 条または第 27 条に規定された証明書類、申告書およ
び納付書原本を添付し、申告を受理した税務機関に対して租税
協定の適⽤を申請することができる。

前⼆項の規定は、本準則の改正施⾏⽇である 2025年4⽉ 8⽇
時点で、税額を納付した⽇から 5 年を経過していない場合に適⽤
され、改正施⾏⽇時点ですでに 5 年が経過している場合は改正
施⾏前の規定が適⽤される。

第⼀項および第⼆項の申請について、所得者または源泉徴収
義務者が台湾国内に居住する個⼈または固定営業場所を有
する営利事業に委任して⼿続きを⾏うことができる。
第⼀項および第⼆項の規定について、適⽤する租税協定に別
段の定めがある場合は、その規定に従う。

勤業衆信の⾒解
1．財政部は、所得税法に関連する法令にかかる、所得または納付すべき税額の再
計算に関する申請期限を⾒直し、租税協定の適⽤申請期限を所得者または源泉徴
収義務者が源泉徴収税額を納付した⽇から起算して 10 年以内とする改正条⽂を公
表しました。また、経過措置期間の適⽤原則を明確に定め、本改正施⾏時点で税額
納付⽇から 5 年を経過していない場合は新しい規定を適⽤し、10 年以内の過納税額
の還付申請を⾏うことが可能としています。改正施⾏時点で 5 年の期限が経過してい
る場合は、改正前の規定が適⽤され、納付⽇から 5 年以内が過納税額の還付申請
対象となります。本準則の改正施⾏⽇は 2025 年 4 ⽉ 8 ⽇ですが、「中央法規標準
法」第 13条の規定により、発効⽇は 2025年 4⽉ 10⽇となる点に注意が必要です。
したがって、2020 年 4 ⽉ 10 ⽇までに納付された税額については、従前の「5 年以内」
の規定が適⽤されます。

2．租税協定の適⽤に係る審査準則第 4 条第⼀項但書に基づき、適⽤する租税協
定に別段の定めがある場合、その規定に従います。そのため、申請にあたっては、その租
税協定に、審査準則よりも優先適⽤される特別な規定がないかを確認する必要があ
る点にご留意ください。例えば、「台北駐ドイツ代表処」と「ドイツ在台協会」の間で締結
された「所得税とキャピタルタックスの⼆重課税回避及び脱税防⽌協定」においては、
第 26 条（源泉地国での課税⼿続きに関する規定）第⼆項で、「還付申請は配当、



利息、ロイヤリティまたはその他の所得項⽬に適⽤される源泉徴収税額が属する暦年
の終了後 4 年以内に⾏わなければならない」と規定されています。
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